
平成１６年１１月 
内 閣 府 

 
「平成１６年新潟県中越地震による災害についての激甚災害及びこれに対し適用す
べき措置の指定に関する政令案」について 
 

Ⅰ 激甚災害名 

 
 「平成１６年新潟県中越地震による災害」 
  
 １０月２３日１７時５６分頃、新潟県中越地方の深さ１３ｋｍでマグニチュード６．８（暫定
値）の地震が発生し、新潟県川口町で震度７を観測したほか、同県小千谷市、小国町、山古志村
で震度６強を、同県長岡市、十日町市、堀之内町などの周辺１２市町村で震度６弱を観測した。
また、東北地方から近畿地方にかけて震度５強から１を観測した。 
その後、この地震に伴う余震が頻発している。（１１月２２日１５時現在、震度７を観測し

た地震が本震の１回、震度６強を観測した地震が２回、震度６弱を観測した地震が２回発生し
ている。） 
 

Ⅱ 被害の発生状況 

（１）公共土木施設等関係（11/19現在）                 （単位：億円） 
 公共土木施設 公立学校 公営住宅 老人ホーム 合計 

査定見込額 1,686.5 76.6 3.1 4.2 1,770.4 
 
（２）農地、農業用施設及び林道関係（11/19現在）             （単位：億円） 

 農地 農業用施設 林道 合計 
査定見込額 65.6 288.7 21.4 375.7 

 
（３）農林水産業共同利用施設関係 被害見込額 ５億円（11/19現在） 
 

（４）開拓者等の施設（水産動植物の養殖施設）関係 被害見込額 ４４億３千万円 
 
（５）中小企業関係（11/2現在） 

   新潟県（小千谷市
お ぢ や し

、十日町市
とおかまちし

、古志郡
こ し ぐ ん

山古志村
やまこしむら

、北魚沼郡
きたうおぬまぐん

川口町
かわぐちまち

）の被害推計報告額 

                               ２８０億９千万円以上 

１１月２５日 事務次官等会議 

１１月２６日 閣議 

１２月 １日 公布（予定） 

（11/19現在） 



Ⅲ 適用すべき措置の概要 

１ 激甚災害（本激）＜全国について適用＞ 

（１） 公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助（法第２章） 

公共土木施設等の災害復旧事業について公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法等（以下

｢負担法等｣という）の根拠法令等に基づく通常の国庫補助のかさ上げを行う。（71％→86％

（全体平均、過去５年間の実績）） 

 

（２） 農地等の災害復旧事業等に係る補助の特別措置（法第５条） 

    農地、農業用施設及び林道の災害復旧事業等について農林水産業施設災害復旧事業費国庫

補助の暫定措置に関する法律（以下「暫定法」という。）等に基づく通常の国庫補助のかさ

上げを行う。（84％→92％（農地、過去５年間の実績）） 

 

（３） 農林水産業共同利用施設災害復旧事業費の補助の特例（法第６条） 

   農業協同組合、森林組合等が所有する倉庫、加工施設、共同作業場等の共同利用施設の災

害復旧事業について、暫定法に基づく通常の国庫補助のかさ上げを行う。（20％→30～90％） 

 

（４） 開拓者等の施設の災害復旧事業に対する補助（法第７条第３号） 

水産動植物の養殖施設（共同利用施設を除く。）が被害を受けた場合の災害復旧事業に対

し９/１０の範囲内で補助を行う。（法第７条に基づき、政令で定めた水産動植物の養殖施

設に限る。） 

 

（５） 事業協同組合等の施設の災害復旧事業に対する補助（法第１４条） 

    都道府県が、激甚災害を受けた事業協同組合等の倉庫等の共同施設であって政令で定める

ものの災害復旧事業に要する経費につき３/４を下らない率により補助する場合には、国は、

当該都道府県に対し、予算の範囲内において、当該補助に要する経費（都道府県が３/４をこ

える率による補助をする場合には、そのこえる部分の補助に要する経費を除いた経費）の２/

３の補助を行う。 

 

（６） 公立社会教育施設災害復旧事業に対する補助（法第１６条） 

公立社会教育施設災害復旧事業に対し２/３の補助を行う。 

 

（７） 私立学校施設災害復旧事業に対する補助（法第１７条） 

私立学校施設災害復旧事業に対し１/２の補助を行う。 

 

（８） 罹
り

災者公営住宅建設等事業に対する補助の特例（法第２２条） 

激甚災害により滅失した住宅に居住していた低額所得者に賃貸するため公営住宅の建



設等をするときには、当該公営住宅の建設費等に要する費用の補助の特例を行う。 

   一般災害時（公営住宅法第８条第１項） ２／３ → 激甚災害時 ３／４ 

 

（９） 小災害債に係る元利償還金の基準財政需要額への算入等（法第２４条） 
    公共土木施設、公立学校施設、農地、農業用施設及び林道に係る災害復旧事業で、負担法

等及び暫定法の適用を受けない小災害の復旧事業費に充てるため発行が許可された地方債に
係る元利償還金を基準財政需要額に算入する。 

 

２ 局地激甚災害＜新潟県小千谷市
お ぢ や し

、十日町市
とおかまちし

、古志郡
こ し ぐ ん

山古志村
やまこしむら

及び北魚沼郡
きたうおぬまぐん

川口町
かわぐちまち

の区域に係

る激甚災害について適用＞ 
 
（１） 中小企業信用保険法による災害関係保証の特例（法第１２条） 

被災地域内に事業所を有し、かつ激甚災害の被害を受け、事業の再建を図る中小企業者等
に対し、中小企業信用保険の保険限度額の別枠化、てん補率の引き上げ及び保険料率の引き
下げの特例措置を講ずる。 
 

（２） 小規模企業者等設備導入資金助成法による貸付金の償還期間等の特例（法第１３条） 
小規模企業者等設備導入資金助成法の貸付金及び中小企業近代化資金助成法の貸付金等

について、その償還期間を２年間以内において延長する。 

連絡先 
 内閣府政策統括官（防災担当）付 
      石井、江口、秋元 
03-5253-2111（代）（51205・51210） 
03-3501-5408 
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